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財木都活動の成果と今後の課題
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社会連携体

lコ
齢 鞠 店『 暖 捌 こ同ナて

「産学公」タッグによるプロジェク トの発達

品川区 よ 区 が実施する 「商店街電線類地中化事業Jに

合わせて 戸 越銀座商店街連合会と共同で 「ユビ■タス商

店街Jの 実現を目指しています。

ユビ■タス商店街の概要は 商 店街に敷設する光ケーブル

やイーサネットなどの 「通信インフラJと  街 魅灯に設置す

る DF常通報用ボタン」「指向性スピーカーJ「ビデオカメラJ

「無線LANタ ーミナル」などの各種デバイスを相互接続し、

商店街全体を]つの建物のようにLAN環 境を福案してネット

ワーク化し 情 報の双方向通信が可能となるものです。

このユビキタス商店街構想を推進するに当たっては 明 治

大字 戸 越銀座商店街及び品川区の 「産学公J二 者が連携ブ

ロジェクトを作つてlE進していくことで、昨年フ月に基本合

意をしています。このブロジェク ト立ち上げのきつ力‖ナよ

フロジェクト事業の実行役を担う (株)COCO WA

DOCOの 半田正浩代表取締役が戸越銀座に住んでいたのが

縁と聞いています。半田さんが 大 学生晴代の頃 母 校明治

大学が開発した教育学習システムOh― o!Meiliシ ス

テムを参考に 大 型店舗の進出などで危機感を抱いていた商

店街のホームページを作成したことに始まります。

ITに よる商店街振興 と少子化への対応

その後 区 が実施する 「商店街電線類地中化事業Jの モ

デルケースとして戸越銀座商店街が選ばれた際に 商 店街

から多機能な活用が図れる光ケーブル敷設の要望があり

2004年 3月に区との合意に至りました。そして 区 と商店街

で検討を重ね 明 治大学 (株 )COCO WA DOCO

を交えた産字公連携の ITに よる都市開発ブロジェク トの

立ち上げにつながつています。工期 よ 2006年 度から

2011年 度までの5年間を予定しています。

区では 「ユビキタス商店街ブロジェクトJの 実現により

光ケーブルと街路灯を一体的に利用し 来 街者への情報提

供などの商店街活1性化のほか 防 災 防 犯や福祉等の面で

多様な活用を図リ ヨ いては商店街が地域の活性化に大き

な役宮Jを果たすことを期待しています。

品川区から全国の先進的な衝づくりを

今回のフロジェク トでは 明 治大学インキュベーション

センターに入居 している大学発ベンチヤーである (株)

COCO WA DOCOが 各種事業の取りまとめを行う

品川区区民生活手業部

産鞭 誰   金子  IE博

ことになつています。また 研 究の側面わ`らよ 2006年

4月 に明治大学秋葉原サテライ トキャンパスに設立された

□一カルエリアコミュニティシステム研究所代表者の安繭

仲治教授をはじめ多くの先生方に 技 術の提供及び多方面

にわたる相談 ア ドバイスをいただくことになります。

今後 秋 葉原で実言I実験し、戸越銀座商店街連合で実用

化した後 様 々な視点から検証を行い 広 く区内の他の南

店街へ普及を図つていくpl画です。将来的には 国 の提唱

する 「U― JAPANJ戦 略の推進状況を踏まえ 区 の施

末との相互連携の可能1と等についても検討を行つていくこ

とができたらと考えています。言い換えれば 全 国の街づ

くりの先進的な事例となるような、少子高齢化に対応する

「2]世 紀型J商 店街の実現を明治大学と連携して 目 指し

ていきたいと考えています。

最後になりますが 明 治大学に (株)COCO WA

D000と 同じような元気のある大学発ベンチヤー企業が

誕生し、大学発ベンチヤーが大学の 「知Jを 地域に還元す

るための架け橋となっていたださ 明 治大学の産字による

連携事業が益々発展されるよう祈念しております。

マルチメディア衛脚 イメージ図



知的財産マネージヤーの紹介

l知
財の 「農工連携」を目指して

私は 本 年4月 1日より社会連携促進知的本部の知的財産マ

ネージャーとして活動を開始いたしました蝠崎吉扇と申します。

まだ月日も浅く 現 在は農学部の農
~4ヒ

学科 農 学科の先生方

を訪間し 各 先生の研究シーズを[説 明いただいている最中で

あります。また 知 的財産センターの諸先蓄方からは 仕 事の

システム 専 門用語 仕 事の進め方などを教えていただいてい

る状況です。

過去にこのインターフエイスに執筆された方々は、皆さん素

晴らしい実億をお持ちの方ばかりですが 私 はまだまだ一人前

以前の人間で 現 時点では敢えて[説 明申し上げるようなこと

はこざいません。そこで今回は、自己紹介と今後の仕事の進め

方 取 組み方針について述べさせていただけllばと思います。

私は、昭和41年 に明治大学農学部農産製造学科 (現在の農

芸化学科)を 卒業し キ ユービー (株)1山サエ場に入社いたし

ました。そしてマヨネースの生産をよじめとして レ トル ト食

品 缶 詰 チ ルド食品 惣 菜などの生産工程管理 業 務 労 務

原材料の仕入れなど工場運営管理を担当してまいりました。

この間 物 作りから学んだのよ次の事柄であり そ れらを自

分の信念として仕事を取り組んでおりました。

]良 い 美 味い商品を作るには 良 い原料を使う事。

2 生 産を担当するものは 正 直である事。

3 道 義を重んじる事。

4 常 に倉J意工夫に努める事。

5 そ の結果として世の中存外公平ではないのか。

そして昨年12月に定年退職 縁 あつて 本 センターにおい

て農学部の各先生方がお持ちの特許やノウ八ウを企業に紹介

あるしヽよ 共 同研究や委託研知の橋渡しをさせていただくこと

になりました。

今後の活動方針
私は 前 述しましたように工場運営部P5の職務が長く 俗 に

言うゼネラリスト的な考えが強く ス ペシヤリスト的な専門分

野は不得意だと認識しております。しかし 異 なつた視点わ`ら

物を見て分析することは重要で そ れによつて新たな発見がな

されるということもあります。上から見ると 『点』であつたも

のが 下 わ`ら見れば r立体Jに 見えることがあるようにです。

そのように 私 よ私なりに 工 場旬言の立場から物事を見ると

いう 今 までにない視点を持ち込めたらと思つております。

話は大きく変りますが 現 在の日本は 少 子化 老 飾化 個

創 ヒ 家 庭崩壊などの傾向が表れています。それによつて食品

姑翁清摩写妄型聯李型 蝠 崎 吉康
明治大学震学部年革
■■―ピー (株)工 切長
(株)■ タカミテリカ代表rlP海仕

業界 よ 「家族団葉が崩壊して皆で食事を楽しむことがなくな

りつつあるJ「 『良い食べ物』の定義が変わつ 吉 は体の成長

を促進するものが良い食べ物とされていたが 現 在よ肥らない

商品が良い食べ物とさrlてぃるJ「 老齢化が進んでくれば美味

いものを少々。量より質の時代への突入J「 少子化問題は 物

を作つても消費しない時代 物 余り現象を引き起こすJな どと

いつた事象に直面し 大 きな変化を余儀なくされる状況にある

と言えるでしょう。例えば 今 まで食品業界は 添 加物 (着色

料 甘 味料、保存1斗 発 色言い を使用した食品を商品化してき

ました。国から認可された添加物を使用しているのですわ`ら何

も問題は無し‖よすなのですが 結 果として0]5フ  ア トピー

花扮症tJどの問題が発生しています。私は こ /1らの添加物と

同じ効力を持つ天然物の研究を先生方にお願いしたり こ のサ

プリメントの時代に、食べて栄養補給 病 気予防する機能食品

を作り出すお手伝いをするなど 前 述のような状況にある食品

業界に新風を送り込みたいと考えております。
一方日本農業の現状は 震 業従事者の内半数以上が65歳 以

上の高齢者です。GDP(国 内総生産)に 占める宮J合 よ

1946年 には2フ%で あつたものが2000年 には1%に 減少

若手の農業従事者も激減し 現 実的には農業が日本からなくな

る方向に向かつています。食料自給率 (金額ベース)69%が

現状です。残り31%を 中国 東 南アジアからの輸入で賄つて

きた訳ですが 中 国においては コ Vヒ 生 活のレベルアップ

の影響から 費 橿生産は減少傾向にあり 今 後よ現状通りの輸

入量確保は難しくなつて来ると推刑されます。同時にオリンビ

ック開催 万 博の開催など目白押しの状況では5年後の食糧確

保はどうなることか。そllに対処するには国本の自給率を上げ

るしか手よありません。そこで必要なのは若手震業従事者人口

を増加させることです。従来の農業は 天 候に左右され安定収

入が難しく、3K職 業の代表でした。この問題解決によ 計 画

通りに農業ができ ラ ンニングコストの安い農業システムの開

発が/tFに tJります。

この問題も 明 治大字の総合大学の強みを活かした 「文理融

合型』を前面に 生 回キャンパスにおける理工学部と農学部の

連携を強化し、未来に向かつての 危 機仮説 に 対応できる知

的資産センターを作り上 プることで解決できると信じ 微 力で

よこざいますが努力する党旧でございます。

最後になりましたが 今 後とも先生方 知 的資産センターの

講先輩力のお力添えをお願い申し上げます。



アメリカ大学実情 (1)

匁1暇龍ンター朝室 小澤 ラ亨明

今年の3月  AUTM(技 術移転管理協会)の 総会で米国に

出張した際に 2大 学を訪間調査しましたので 米 国大学最

新実情を紹介したいと思います。

第 1回目よ 私 のもう]つの母校であるサウスカロライナ大

学 (Uttve「sty of South Caro na)コ ロンピア校の起業支

援活動について報告します。

この起業支援組織は サ ウスカロライナ大学を中心とし

レキシントンエ科大学 (コロンビア市周辺に立地)お よび市

や君「等の地方自治体 さ らに企業からの出資により 1998

年に設立されました。サウスカロライナ外|のコロンビア市を

中心とする地域の産業競争力を向上させ 雇 用を増やすこと

が設立の目的です。

この起業支援のためのオフィス等の施設は 実 験室および

オフィススペースを含め 約 2300平 方メー トリレの広さがあ

ります。市の建物を僧用しているため 費 用は光熱費以外ほ

とんどかわ`らなしヽとのことでした。起業支援のスタッフは

ディレクターi名とコーディネータ]名の2名 となつています。

ディレクターのスティーブンソン氏は 以 前に4つ の会社を

設立して そ llらを大きく成長させた実績があり そ flを賞

われてディレクターに就任したそうです。

起業支援の対象者は サ ウスカロライナ大学およびレ■シ

ントンエ科大学の教員 職 員および学生となつています。入

居期間よ最長3年 間で そ れ以上の延長 まできないようにな

つています。

閃吾の要件は以下のとおりです。

1 技 術をベースとする製品 サ ービスを提供する内容で

あること。

2 大 学とかかわりのある内容であること。

3 大 学の学生 教 員 ス タッフ 施 設を使用すること。

4 ビ ジネスフランを持ち 将 来 雇 用を促進し 成 長す

る可能性が高いこと。

起業支援希望者はます申請言 (2ペ ージ)を 提出します。

支援希望者は デ ィレクターおよび起業支援委員会の委員が

いるときであれば い つでもビジネスブランのフレゼンテー

ションを行うことができます。驚かされたことは 支 援の電

査 よプレゼンテーションの場で委員の合読により決定さrl

雷査にかかる時間よフレゼンテーションも含めて00分 程度と

のことで 非 常に素早く意思決定をしていることでした。

喜査に合格した希望者は 簡 単な契約を結び 起 業支援施

設へ入居することになりますが そ の際 家 賃の免除はあり

ません。家長は 平 方フィー ト (約0093平 方メー トル)当

たり10ドルで 必 要なスペースを申告して利用することにな

ります。最低の家賃は年間1500ド ル程度とのことでした。

入居後は イ ンターネット 電 話 電 気 水 道、コピー そ

の他 実 験室 会 議室 共 同スペースを使用することができ

るようになります。ディレクターは こ の起業支援施設の1

スペースで普段仕事をしているため 入 居者 よ気軽にディレ

クターからビジネス上の相談が受けられるようになつていま

す。その他のサービスとしては こ の支援組織を通じて 弁

護士、会計士 PR会 社 大 学教員等の紹介を受けられるよう

になっており 特 別の場合を除いて ボ ランティアとして相

談に乗ってもらえるとのことでした。

起業支援コーディネータのアガタさんからひと通りの起業

支援に関する説明を受 サた後 施 設を案内していただきまし

た。建物 よレンガ造りで少々古めでした。晴証番号でロック

さllている入り□を通り 2階 へ上がると パ ーテーション

で仕切られているだけのオフィススペースが20く らいありま

した。隣の人たちが何をやっているわば 筒車に分かってしま

うようなあまり立派とよ言えない状態です。

オフィスの広さは 広 めのところわ`ら狭いところまで様々で

学生用のスペースは特に家賃の関係もあり狭いところが多いよ

うです。最小のオフィススペースでは ノ〔ソコンが置ける程度

の小さい机の他 イ スを置くとわすかなスペースしか残らない

といつた感じでした。施設よ全体的に薄晴く 各 スペースによ

それぞれ電灯が吊してあllました。一般的なオフィスでは

電灯の下にパソコンが載っている小さな机があり さ らにイス

が2～3脚置ける程度のもので 空 いているスペースに試作品

が所狭しといつた感じで置いてあります。また い くつかの

スペースには学生らしき人がいて パ ソコンに向わ`つて作業を

していたリ デ ィスカッションをしたりしていました。当大学

のインキュベーション施設と比較するとかなり狭く 環 境的

にはお世辞にもいいといえるころではありませんでした。

この起業支援組織では 教 員の場合で3年間 学 生では2年

間で 独 り立ちできる規模に成長させるためのフログラムが

用意さrlています。独り立ちできる基準として よ O安 定し

た収入源を確保していること O資 本を段階的に増強してい

ること ③ 取締役を複数任命し 取 締役会を機能させている

こと と なっています。支援開始後は半年ことに ビ ジネスの

状況について橋査が行われ 問 題点を明確にし 対 応を協議

します。前述のOか ら③の条件が満定された段階で こ の超

業支援ブログラムは終了とFJります。もちろん 独 り立ちした

後でも こ の施設に対して様々な相談をすることができます。

なお こ の起業支援組織の成果ですが 設 立後8年 間で

14の企業が独り立ちしています。現在 400名 以上の雇用を

倉J出し 2900万 ドルの経済効果をもたらしているとのこと

でした。この責 市 の好意により 現 在の倍の広さを持つ新た

なスペースが無償に近い金額で信用できることになり よ り多

くの力吾者の受け入れが可白自[なるとのことでした。しかし悩

みは サ ウスカロライナ洲‖[ベンチャーキャピタルがないとの

ことで い いビジネスフランであっても 成 長させるのが難し

いとのことでした。今後は 周 辺の企業や大学 自 治体以外わ`

ら い わYこ投資資金を引き出すかが課題とのことでした。

サウスカロライナ州は 産 業の集積 人 的資源 資 本等の面

で決して優れている地域で きないのですが 大 学 地 方自治

体 企 業の協力を巧みに引き出す形で展開してきた起業支援の

取り組みは 顕 菩な効果をあげているといえます。決め手は

意欲のある人材をいわ‖こ集め 起 業経験豊かtJディレクターに

よる指導の下 定 期的な進lf管理と綿密な経営指導を行うこと

が重要であり な おかつ外部専門家による様々な支援も同じよ

うに大切であることを実感しました。



社会連携促進知財本部活動報告(1)

このフォーラムは、都内にある震学系の学部を有する4大学 (明治大学 日 本大学 ・玉川大学 東 京農

業大学)が 、震学分野の最新の研究成果を結集し、産業界等との連携によつて新しいアグリビジネスを創

造することを目的としています。農学分野に集点をあてた大学関連携による産学交浦舌動は、これまで実

施されていなかつたことから、食品業界をはじめ産業界から注目を集めています。2回 目となる,回 は、

下記のような内容で開催し、当日企業関係者等約200名 の参加がありました。

◆日  崎

◆場  所

◆主  催

◆後  寝

◆協  賛

2006年 10月 13日 (金)13i00～ 19,00

東京農業大学世日谷キャンパス 「百周年記念講堂J

明治大学 日 本大学 玉 '大 学 東 京農業大学 (幹事校)

文部科学省 農 林水産省

三井住友銀行 GMBCコ ンサルティング

<PROGRAM>

喜調議演

「植物共生の現代的活用」

講師 i湯浅 浩 史  東 京農業大学農学部教授

ブレゼンテーション (各大学2シーズ)

明治大学 i

O「 木質llイオマスの有効活用」

早田 保 義 農 学部教授

〇 「1直物生産における水と環境」

池田  敬  農 学部助教授

また こ のフォーラム よ 4大 学のブースに展示された

食品 酒  化 粧品寺が試食や試飲等ができることから

「見て 触 つて 味 わう」産官学連携イベントとして好評

を博しています。4大 字は こ のフォーラムを来年度も引

き続き実施していくことにしています。

今後のスケジュールは 10月 2]日 (上)の 第 1次 (書類)

審査で 11月 18日 (上)開 催の第2次害査 (プレゼンテー

ション)に 進むアイデア10件を選出することになつています。

第2次喜査は ア カデミーホールで公開します。また 当 日は

株式会社ミクシィの笠原健治代表取締役社長の特別講演があ

ります。

なお 表 彰は11月 25日 (上)に 開催される 「第4回明治

大学産学交流シンポジウムJで 行われます。

社会連携促進細財本部は、校友組織 「連合駿台会」と共催で、本学の学部学生 大 学院生の起業家

の発掘と育成を目的に、斬新でユニークなアイデアの募集をしました。2回 目となる今回は、9月 29

日 (金)に 締め切つたところ、昨年の件数を1件上回るフ4件 の応募がありました。

◇寅 金◇

最優秀賞 50万 円

優 秀 賞 10万 円

奨 励 賞  3万 円

展示ブースを訪れる企業関係者寺に研究シーズの説明

企業とのマッチングが期待される



社会連携促進畑財本部活動報告(2)

<主 な地域連活動>

社会連携促進知財本部は、活動の一環として、地域との連携活動に積極的に取り組んでいます。

これまでに実施した事業のうち、主なものを紹介いたします。

理工学部と農学部が置わ`れている生回キャンパスは

サ崎市にあることから こ llまでも川崎市産業振興財

団を中心に多くの連携や交流活動を行つています。こ

れに加えて 昨 年10月 に '崎 市の中小製造業フ団体

で構成される日 崎市工業団体連合会 (略称「工団連」)J

と 「明治大学 川 崎地区産学交流会Jを 新たに設立し

ました。

この交流会 よ 「大学は敷居が高い」と言わrlるな

ど大学と地域の中小企業とは隔てる壁が存在している

ことから こ の壁を排除して地域に密着した産学連携

を実現することを目的としています。実施の形態は

少人数による技術セミナーで 企 業と本学の教員との

双方向の意見交換あるい よ情報交流の場としています。

開催時間は中小企業者が参加しやすい18時 以降の夜

間に ま た場所も中小企業に近い地域の施設で行つて

います。昨年度 よ 2テ ーマで4回 開催し、セミナー

参加企業と共同研究あるいは受託研究の契約がなさll

ています。今年度は さ らにテーマを増やして5つ の

セミナーを行うことにしています。

今年度のセミナーの開始と交流会の設立記念 1周年

を記念して 10月 ]7日 (火)生 日キヤンパスで特別

オーフン講座が開催された。当日は 工 団連 川 崎

市 川 崎市商工会議所 川 崎市産業振興財団 明 治大

学校友会神奈)県 東部支部等から50名 を超える参加

者あり 堀 井朝運氏 (タカノ株式会社 相 談役)の 特

別議演 「大学の研究からイノベーションJに 耳を傾け

ていました。こllに先立っての研究室見学では 教 員

への質問や技術関する意見交換を熱心に行うあまり

予定の時間をオーパーするほどでした。

社会連携促進知財本部では 新 潟県央地域 (京市 三 条市)と 長野県飯田市で 0年 連続して 「研究 技 術交流

会Jを 開催しました。両地域によ地元に4年 制大学がないことから 市 や地場産業振興財団及び地元の企業から

本学に対する信頼と強い期待が寄せら/1ての開催となつています。

今回の4寺徴 よ 経 営者に混じり第一線の現場で働く技術者 社 員等も見らll 読 師との積極的な質疑応答がなさ

れていたのが印象的でした。この地域からは 来 年度も引き続き実施して欲しいとの要望がきています。

【研究 技術交流会in新潟2006】
☆期 国  6月 23日 (金)

★会 場  三 条 燕 地域リサーテコア

★研究シーズ発表

O「 漆の魅力とその応用J

宮腰 哲 雄 理 工学部教授

O「 光と色が奏でるものの見え方J

山田由紀子 理 工学部教授

O「 いをつかむキャッチコピーJ

木谷 光 宏 政 治経済学部教授

★参加者 約 50名

【飯国産学技術交流会〕
★期 国  フ 月 フ日 (金)

★会 場  シ ルクホテル

★研究シーズ発表

O「 食品素材間の加熱複合化による新素材の開発J

中村 卓  農 学部助教授

② 「地球環境変化と作物生産」

今井 勝  農 学部教4受

★参加者 約 50名

黒田洋司理工学部助教授の自立移動ロボット

「Mc「o5Jの デモンストレーション



社会連携促進知財本部は 日 刊工業新聞社主催の第

1回 「モノづくり連携大自J特 別員を受員しました。

この 「モノづくり連携大賞Jは  新 時代のモノづく

りに向けた産学官連携の観点わ`ら 注 目すべき事例と

その創出にかかわつてきた機関やグループを表彰する

とともに 優 れた具体例を お 手本
Ⅲ

として紹介し

今後よリー層の産学官連携活動を加速する目的で新た

に設けられた表彰制度です。

記念すべき第1回目には 全 国の大学 産 官学連携に

取り組む機関 グ ルーブ等から予想を上回る105件 の

応募があり 厳 正な害査の結果9件が表彰されました。

社会連携促進知財本部は イ ンキュベーション施設

に入居 しているベンチャー企業 (株)COCO

WA DOCO(代 表取締役 半 田正浩氏)、品川区

(区長 酒 野健氏)戸 越銀座商店街連合会 (理事長

白井宗光氏)と 共同で推進している 「ユビ■タス商店

街ブロジェクトJで 応募し、栄えある特別賞を受賞し

ました。

知財本部は知的資産センターと一体となつて 核 と

なる IT技 術をはじめ 建 築 マ ネジメント 中 小企

業支援 地 域振興等文理両面にわたる幅広い分野の教

員をコーディネー トして こ のプロジェクトが目指す

「ユビキタス商店街イメーラ」

「電f/9類地中化計画」と合わせて行う商店街の活性化

及び少子高飾化に対応する都市環境の倉J造に取り組ん

でいます。今回の受貞 よ こ うした本学の特長的■J知

財本部の産公学連携の取り組みが高く評価されたこと

と 本 フロジェクトの取り組みが活性化を図ろうとし

ている全国の商店街や地域振興への貢献や波及効果が

期待されての結果と思われます。

なお 本 フロジェクトは20]1年 度中の完成を目指

し そ の第]期工事となる ITを 活用した 「ユビ■タス

商店街Jの 誕生は2008年 度中の計画となつています。

O商 店街案内キヨスク端末

i !  ② マルチメディア街路灯

照明 無 線装置  Pス ピー

カ 防 犯カメラ 各 種機材

(緊急通報ボタン ロ FD機

材)な どの機能を合わせ持つ

た街路灯。共同溝より光フア

イパと電力の供給。

表彰を授ける山元本部長 (日刊工業新間社提供)

,誇 荷 「
Ｂ

庁
● 封1宮;F 胆 中 " W― 口 ‐

大学発 「知Jの 見本市と称される 「イノベーショ

ン ジ ャパン2006」 が 0月 13日 (水)～ 15日 (金)

東京国際フォーラムで開催されました。今年が0回目と

なるこのイベントは 科 学技術振興機構 (38T)と 新エ

ネルギー 産 業技術総合開発機橋 (NEDO)わ 主`催する

国内最大規模の産官学連携の "剥 となつています。

今回 本 学からは4つ の最新の研究成果の発表と社

会連携促進知財本部のブースを含め3つのブース展示

が認められました。この中で 折 谷商学部教授の 「電

子ペーパーマネー シ ステムの構築Jが  全 出展者対

象に選考される標記の賞を受賞しました。折谷教授の

研究は 電 子ペーパーとデジタル署名の技術を応用し

ての 「Aイ ブリッド マ ネー」という新しい概念によ

るもので リ アルマネーとパーチャルマネーの長所を

兼la備えた革新的なシステムとして 多 くの企業等か

ら注目されています。



叩

第1部 【シンポジウム】
日時 i200フ 年1月1フ日 (水)]e!oo～ 1フi00

会場 i弱 可台校舎リバティホール

メインテーマ

「大学知的財産本部整備事業の成果と課題 i

ポスト知財本部を考える (仮題)J

★基調講演 (18i10～ 14i50)

(1)「明治大学の研究機構改革と産官学連携 :

知的創造サイクルの実現に向けて (仮題)J

講師 1細谷 康 美 明 治大学長

(2)「今後の科学技術政策と大学知的財産本部整備事

業 (仮題)」

講師 i文部科学省

★パネルディスカッション (15t00～ 1フ100)

テーマ「私立大学知財本部長が語る成果と課題(仮題)」
<趣 旨>

文部科学省が 2000年 で公募した 「大学知的財産

本部整備事業Jの モデル校としてフ校の私立大学が

採沢された。フ大学は、モデル校として各大学の特

長を活かして こ の4年 間 組 織の整備 ポ リシー

の未定 知 的財産の創出 管 理 活 用等積極的に取

り組んできた。各大学の知財本部長がその成果と課

題を
“
本言 で 語るとともに 200フ 年度以降の

コ
ボス ト知財本部

“
について 文 部科学省から御参

加いただくパネリストを交えてディスカッションし

わが国のイノベーションをどのようにな進していく

かを考える。

パネリスト6名 (候補者),

◇文部科学省

◆私立大学知財本部長 (5名を予定)

明治大字 (山元 洋 1社会連携促進知財本部長)

◇モデレータ

森下 正 (明治大学社会連携促進知財本部員)

第2部 【交流会】

日時 !同日1フi]0～ 18i30

会場 |リバティタワー23階岸本辰雄記念ホール

米技術 シ ー束の展示を併せて行います。

「シンポジウム2006」 のパネルディスカッション

本フォーラムは 関 東6大 学 (明治大学 慶 応義塾大

学 中 央大学 東 京電機大学 早 稲田大学 日 本大学)

と関西4大 学 (関西大学 関 西学院大学 同 志社大学

立命館大学)の 私立 10大 学が結集し 研 究成果を広く

産業界等に還元することを目的として 開 催します。

日 時 ,2006年 12月 19国 (火)12i30～ 18,40

会 場 i国本大学会館2階  大 講堂

1主催】関東 関西10私大

〔後援】文部科学省 経済産業省 独立行政法人科学技術

振興機構 独 立行政法人新エネルギー産業技術

総合開発機僑 臼本経済新聞社 日本工業新聞社

<PR00日 AM>

★基調義演 (12150～ 14100)

テーマ 「イノベーション創出能力強化と人材育成J

講師 i柘植 接 夫 (内閣府総合科学技術会議議員)

★研究シーズ発表会 (各大学]シーズ)

(]4i]0～ ]フ i40)

明治大学 (1フ i00～ ]フ i20)

「メイラー ド反応生4//3の生理作用 (糖尿病合併症

発症における意義 反 応阻害斉」の探索)J

発表者 !渡辺 寛 人 (農学部助教授)

☆懇親交流会 (1フ !50～ 18:40)

参加費 i2000円

シンポジウム フ ォーラムに関する詳細は、下記 「明治大学社会連携促達知財本部」までお問い含わせください。
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VOL 10号 は わ な`り遅くなつてしまいましたが な んとか発行

することができました。知財本部 き 今 年も 山 元本部長のリー

ダーシッフの下 数 々の活動を行つてきました。残り=ケ月もがん

ばりますので ご 支援のほどよろしくお願しヽします。直に 1]号

の編集に懸かります。


